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  「 301 人以上の企業は女性活躍に関する情報公表が必要です 」 
 

   昨年の令和４年7月に施行された女性活躍推進法に改正により、労働者が301人以上の企業においては、

女性の活躍に関する情報公表項目として「男女の賃金の差異」が追加されています。 

「男女の賃金の差異」の初回の公表は、施行日以降に事業年度が終了してから 3 か月以内に実施する必要 

があります。 

例えば 4 月に事業年度がスタートする企業においては 6 月末が実施期限となります。 

 

   公表すべき項目の詳細は以下をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※公表先は自社の HP か厚生労働省が運営する「女性の活躍推進企業データベース」になります。 

 

 

 

 

 

                「 経歴詐称を理由とする解雇 」 

 

    １，懲戒解雇とは 

       まず、解雇とは、会社の判断で一方的に従業員との労働関係を終了させるものです。解雇を行 

      う理由は様々ですが、その中で従業員としてあるまじき行為（非違行為といいます）を理由とす 

る解雇を「懲戒解雇」と呼んでいます。 

       懲戒解雇は、従業員への「罰」という意味合いを持っており、懲戒解雇の場合、従業員として

の立場を失うだけでなく、そこに非違行為をしたことの罰であるという評価が加わります。 

      その結果、通常の解雇よりも再就職が難しくなったり、会社によっては退職金の金額に影響があ 

るなど、従業員が被る不利益が大きくなります。したがって、罰を与えるに相応しいか否かが厳 

しく審査されることになります。 

 

 

    ２．経歴詐称と懲戒の事情 

       経歴詐称が懲戒の事情として認められなければ、懲戒解雇をすることはできません。「詐称」 

とは、事実と本人から会社に伝えられた内容が異なっていることを指しますが、具体的な内容は 

様々です。例えば、ご質問にある職歴に関するもののほか、新卒採用において最終学歴を偽ると 

いったこともあります。 

       裁判例等によると、従業員から伝えられた情報と事実との相違が全て懲戒の事情として認めら 

れるわけではないようです。経歴詐称の中でも、重要な経歴の詐称に限って認められるという傾 

向です。重要な経歴かどうかは、採用までのやり取りや採用の理由、会社の採用基準、従業員が 

実施している職務の内容や会社の事業内容といった要素から判断されます。 

 

 

    ３．社会的に妥当か否か 

       重要な経歴の詐称と認められたとしても、懲戒解雇が社会的に妥当でなければ、解雇は無効と 

なります。妥当か否かを判断するための要素としては、過去に同じような事案があった場合の 

会社の対応（例えば、どのような処分を行なったか）や懲戒解雇に至るまでの手続きといった 

ものが挙げられます。 

       経歴詐称にも様々な内容があるため、仮に重要な経歴詐称と判断されたとしても、懲戒解雇で 

は重すぎるとされる可能性がある点に注意しておく必要があるでしょう。 
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